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日米鉄鋼業の労働生産性比較桝

一一一1958~1972年

行沢健一

I この研究作業の目的

筆者はここ数年来，日本とアメリカの製造工業の労働の物的生産性の国際比

較研究に従事してきたが，両国工業の一重要部門たる鉄鋼業についでは比較方

式について特別の難点があるこニとに注意を払って色た。その難点は基本的には，

鉄鋼業では生産工程が継続的であり，生産の 寅化の程度が国や工場毎に異な

っていること，および生産品目は形状，寸法，質において多様性をもっている

こと，から発生するのである。この難点の克服に関しては，すでにいくつかの

研究があり，その一応の到達点は国連ECEの専門委員会の最終報告〔文献付〕

において示された方式であるといってよかろう。鉄鋼部I'~の生産物のそれぞれ

に与えるべき換算係数(ウェイト〕を求め，これにもとワいτ，1960年から1964

年にかけての欧米の主要鉄鋼生産国の生産性を比較測定したノこの被告書の内容

については，筆者はかつてかなりくわしく紹介検討し，同時に，その方式に従

って筆者が計算した日本のデータをあてはめた結束を示しておいた〔文献(イ))。

これらの結果は，筆者がアメリカの工業セ γ十 λ 実施年に対応して，過去に

2 回行なった日米工業の生産性比較，すなわち1958~59年および1963年の作業

〔文献(司参照]の一環左して， 各部門の個別l生産性指数と並んで， 鉄鋼業部門

の生産性国際指数にあたるものとしても用いられたのであるo

キ ζの研究は，日本鉄鋼連盟調査部，戸回目元氏，問統計部中山隆夫民，同首働部堀池義男氏ら
の御協力に負うところが多い。また，桂出'J付表等自作成には京都大半経済学研究科目伊謡有登
土靖君の単なる作業補助者の域を越える貢献があった。
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ただし， 前回目日未聞の鉄鋼業の生監性比較は[文献(イ))に不したように3

日本のデータを整理して ECE鉄鋼機械課に送付して，先方で整理されたアメ

リカのデータと関連づけたうえで結果としての園際生産性指数の通知を受けた

といういきさつを辿っている。そこで，筆者とし芦は， ECEの開発した生産

品目別ウ ι イトに依拠しつつ， ECEを煩わさずに，日本およびアメリカの原

資料から直接に比較結果を算出する必要を感じていたのである。

アメリカの1967年の工業センサスの結果の発表は，上述の試みを実施すると

とを促した。すなわち，いうまでもないが測定可能な60部門のうちでも，従業

者数や付加1111i値額の点でもきわめて重要な鉄鋼業の1967年についての数値を算

出することが要請されるのである。ところが， EC Eでは上述の，最終報告書

で196日 ~1964年の欧米諸国の鉄 第 1図 日本に対するアメリカ鉄鋼業の労働り
物的生産性の倍率(各年の日本=1)

鋼業の生産世比較の結果を発表
後出第2表 (d) より

した以後， この種の作業むそれ

以上の推進を試みていないもよ

うである。このようないきさつ

から，本作業では，上述の EC

Eの最終報告書で示された方式

によって，原資料にもとっく日

米間の鉄鋼莱の労働生産性の比

較を試み， ιの報告書におい亡

その結果と比較の細目を不そう

とするものである。したがって

対象年次としては，まず最も必

要な1967年が選ばれた。つぎに

この方式に上って，過去の比較

年次1958~59年と 1963年にさか

のぼって結果を算出したQ これ

。3 
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は上述の通りアメリカの工業センサスの行なわれた年であるが，これまでは，

鉄鋼業にかんしτは， 1960~64年についての ECEO)作莱に半ば依拠したので，

1958~59年四他の部門の結果に対し C鉄鋼業tは1960年の数値を掲げて，全体

としての加重平均などを言l算してし 1たのである。またこのようにして 3つの年

次の結果をえて，両国での鉄鋼業の生産佳について別の方式で作られた時系列

指数と照合して，本作業の結果を点検することができた。さいどに，現時点で

可能な最近年の1972年についての比較を試みたのである。こうして， 4ないし

5年おきにではあるが過去約15年間の両国の鉄工業の労働牛産件の推移とその

相対比の推移についての結果が示されたのであるが，この15年は， 日本の鉄鋼

業が労働生産性においてアメリカとの約2倍の較差を縮めて肩を並べむしろ僅

かながらアメリカをおいねいた時期に当る。第 1図に示したこの作業の結果は

このような事態を示している。そのいみで，ここでの結果は，選ばれた時点と

しては，歴史的にも興味ぶかし、時期であったということが，いえるであろう。

II 調査作業の概略と結果

II -1 作業のための資料の検討

第 1表はECEの専門委員会が開発した鉄鋼生産性の国際比較のための各生

産品目のウエイトないし換算係数である。その作成のいきさつや意義について

の詳細は筆者の前作業についての報告書〔文献(イJJに示されているが， 1960年

代初頭のアメリカの実績にもとづいて作成されているの己ある。

さ ζ，今回の課題は，前節己目べたように，第 1表のウェイトと ECEの報

告書に示された細目方式〔文献付1に従って，日本とアメリカの鉄鋼業の労働

生産性の国際比較を1958年から1972年にわたる時期のいくつかの対象年につい

て実施することにある。(したがコて同時に，いわば副産物としてこの方式と換算係

数日上 η て，両国それFれにおける生産性発展の時系例の数値をもえることになるJ

そのさいに，使用する統計資料は主として，日本については日本鉄鋼連盟の資

料(1)および資料(2)に， また， アメリカについては全米鉄鋼協会 (A1 S I)の
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資料(3)によることとし，ほかに国連ECEの『鉄鋼統計四季報j [資料(4)Jを

用いることとした。これらの資料は， ここでの作業目的との関係でみると，つ

ぎのような利用上の価値をもっている。

(イ) EC Eの四季報〔資料(4)Jは，第 1表のウェイ卜を示した品目とほとん

どまったく同じ品目分類と順序にしたがって，日本とアメリカの鉄鋼業の生産

統計を示している点できわめて便利である。と乙ろがこの四季報は労働統計を

示していないことが，生産性俳究にとっては致命的である。いうまでもなく生

産性の算定には産出品あるいはその産出高を生み出した加工工程とちょうど見

合う包括度(カノリッチコ主持つ投入ないL雇用統計を知る ζ とが肝要である。

(ロ，)，乙の ECEの四季報に各国の関係機闘が生産統計を整理送付しているわ

けであるが，その原資料は日本では鉄鋼連盟申上述の資fI(l)，(2)であることは

筆者も直接にたしかめたところであり，また，アメリカでは資料(3)であること

はそこでの品目毎の生産数量の数値を資料(4)の対応する項目の数値に照合して

裏付けをえることができるn これらの原資料(1)，(2)および(3)には，生産統計に

ちょうど対応する加工工程に従事した労働投入統計(雇用統計〕を載せている。

ただしその生産統計の品目分類は第 1表 (=ECE四季報〉の品目分類とは異な

るし，また同表に示したウェイト表示品目からはみ出す品目の統計が示されて

いる。このことはつまり，原資料の労働投入に関連して生産された品目の生産

数量が四季報の数値では完全にカパーされていないことを意味する。このよう

なくいちがし、の問題を解決するためには， そのようなはみ出Lた品目 Jは，ウ

ヱイト表示の品目のどれか， たとえばzに準ずるものとみなして， Jの生産数

量を zのそれに加えたうえで，産出量を計算する必要が生じる。後出の第 3節

の付表 1に出て来る「修正品目」と U、う欄はこのような調整を示すものである。

付 このこととは逆に，たとえば，アメリカの鋳鋼，鍛鋼のケースりように

資料(4)のECE四季報には生産量が示されているが，原資料(3)には産出高とし

たがってそれに応じる労働投入量が載っていないばあいがある。このばあいに

は乙の品目。生産にちょうど見合う労働の投入統計士見出す乙とができればよ
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第 2表総括表鉄鋼業におけるアメリカ対

1958/59 1963 

本 本

a) 加重生産品 971.073.0 (215.981.0) 1.174.245.6 σ93，774.8) 

a') 同上，材質調整 206，261.9 376，054日

b) 算定従業者数(人) 523，451 (203，620) 520，289 (270，603) 

b勺向上，社外工調整 244，344.0 324，923.6 

c) 年間一人当り[加重生産高 1.8b5 0.844 2.257 1.15!::1 

d) 年数日間，本一鉄人鋼(業当日，本り労=ア働1メ0生3リ〉産カ指対 22日 195 

いのであるが，それが困難である。したがフて，アメリカについていえば，鋳

鋼，鍛鋼はECEの鉄鋼統計四季報に生産統計はあっても調査対象品目から除

外せ'i"るをえない訳である。

これに対 Lて， 日本のぱあいにはECEの四季報〔つまり資料(4))に鋳鋼，

鍛銅の生産統計がのっており，また原資料〔つまり資料(1)， (2)]には牛jjI"，雇

用両統計とものっており，しかも雇用統計の細目を手がかりとして鋳鋼，鍛鋼

の部門の労働統計を分離して把えることが可能なようになっている。 Lたがっ

て，日本のばあいには，鉄鋼業の生産性計算に鋳鋼，鍛鋼を含めることも除外

することも可能である。

この作業では生産高は品目によって加重値をとるので，プメりカとの対応を

考慮して，アメリカで対象品目から除外するから日本でも除外するということ

は必ずしも必要ではない。しかし，一般的にいって品目構成比が異なるばあい

には，たとえウヱイト付与によ勺て測定バイアスをできる限り避けるにしても，

両国ρ同じ加工工程を比較しうるはあいにはこれに越したことはないので，鋳

鋼，鍛鋼は両国ともに調査対象品目から除外することにした。これら両品目は，

別途，両国の工業セ Yサスにもとづく上述の単一品目毎り生産性調査の対象と

して， とりあげられている。その結果は文献併の調査対象60品目中の品目苔号
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日本の労働生産性指数とその推移

1967 1972 

本 本
冊， 考

1，365，日62.2 (775，089.5) 1，348.263.7 (1，242，458.5) 本稿 m'-l，i'J表2

(215) 7 

740，210.5 1，18o，G47.9 a) xO.955， '"植 m-l. 3) 

478，368 (295，628) 本稿 m-2，付表4

331，748.4 354，753，6 
b) x 1.2，本は稿aa】勺E← bb〕2 F) 

2.459 I 2.231 2.816 3.345 アメりカ
日本は

110 84 c)より〔アメリカ/日本)x 10U 

(39Jの鍛鋼，および (40Jの鋳鋼として示されている。

II-2 作業の主要な順序と結果

そよさ作業の主な段取りはつぎのようなこ左となる。まず，対象年次の選択

についてはすでにのべた。つぎに，以上に述べたような資料的検討のうえで，

両国の原資料にもとついて，第 1表に示した換算係数用品目分類に対応する日

本とアメリカのそれぞれの生産数量をえる。続いて，各国について，品目毎に

生産数畳にウェイトを乗じて加重生産高をえてこれを合計することによってそ

の年次の加重生産高合計{第 2表 a)}をえたうえで，両国の材質差の調整{同

上， aつ}を行なう。この調整ずみの加重生産高に対して， その生産に雇用さ

れた従業者数を得て， {第2表 b)および b')}，前者を後者で除することによ

って，それぞれの国での年間 1人当り加重生産高{第 2表 c)}がえられる。そ

のうえでマン・イヤ「・へースのアメりカ対日木の生産性指数{第2表dJ}が

えられる。

以上の詳細は後述することにして，その結果は弟 Z表「総括表」のようにま

とめられる。また， こうし亡えられた鉄鋼業の従業者〔引責者プラス補助管理部

門り「恥IIについての，;/・イヤー当りの米対日の国際生産性指数とそれぞれ

の国の 1人当り年間平均労働時間の比率とを用いて，第2表のように両国のマ
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ン・アワー当りの生産性指数をえるの

である，:t:前の忌初 l土示した第 1図は，

以上の配?果をあらかじめ図示したので

調査対象となった約15年間にあるが，

H本の鉄鋼業は全体としてマ

ン・イヤー・へースの労働生産性でみ

て，アメリカに対して約2.2倍のおくれ

かえって約15%を;~めただけむなく!

マン.ばかりの差をつけたのであり

アワー・ベ スの労働生産性において

も僅日ながらアメリカを追いねいたと

いう計算結果を示しているのである。

結果の検討II -3 

同連前回の作業〔文献計)Jでは，

ECEによる1960守ーから1964年までの

欧米のJ3(J~~'~業の生庄一佳比較作業に依存

そこに日本のデ タを送って|司じ

期間についてのそれら諸国の鉄鋼業の

労働生Pi:Elと比較した日本の生産性の

相対オ準をえたのであるコ よれに対し

ECEのそのl七車交

アメリカと日本の鉄剣

業について， $1図ないし第2表に示

した4つの年次における労働の生産性

の絶対水準と相主J水準を独自に算定す

る乙とを言、みたのである。

共通する年次1963年をとって結果を比

才dし、て3

て今回の作業では，

方式に従って，

乙の 2つに
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べてみると "y・イヤーの生産性で前回では日本を100として193C文献(イ)第
10表〕であったのに対しで，今回は195となっている九したがって次節でのベ

る比較細目にもとづく今回の作業方式は， ECEの専門委員会での比較方式と

その計算の前提となった日・米両国レベルでの生産と雇用統計の整理方式とか

ら，ほとんど逸脱しない仕万であったとみなしてよかろう。そのうえで今問の

作業はECEの比較作業の対象年次0)前後にまたがる年次について， ECEの

作業におげる比較の中心であったアメリカの鉄鋼業と，その比較の対象固から

外されていた日本をとりあげた点に，その意義を見出すことができるだろう。

しかも，本稿の作業結果によれば， ECEの比較作業が行なわれた年次であ

る 1960~1964年では，大規模生産国〔粗鋼年産1500万トン以上〉の中では生産開二

においてはアメリカが群をぬいていた〔文献(イ)主席 1図および第6麦〕のに対し

て，その後の10年足らずの聞に日本の鉄鋼業の労働生斉件は，アメリカのそれ

を追いこ Lt，のである。この点でいうと鉄鋼業の労働の物的生産住の比較にお

いて日本を加えたことは，たんに筆者じしんの所属する国を加えたことにとど

まらない意義をもっといえるだろう。筆者は前稿での計算結果について，比較

された14か国の中で「日本では1960年から1964年にかけての生産性の上界テン

ポが・ 最も速やかであったことは注目に値する」とのべておいたのであるが，

今回の作業結果はのようなすうせいが， 1970年代のはユめまで続いたよと

に伴なう結果であるといってよかろう。

さて，このようにして，本稿の作業では，日本の鉄鋼業の労働生産性がアメ

リカに追いつき追いこした過濯についての 4時点における量的な指標を示した

のである。この過程を阿国の鉄鋼業の設備更新について技術および金額の側団

から考察することは，重要な課題のひとつであるが， ζζ では果たしえない。

以下では， ζのような過程を労働投入と産出高との量的諮問連にWJし℃もう少

脅 細かくし吐ば，生産数量を Q，雇用量を Nとすると，制ヨは 1963年の市位当りマソ イヤー
(NIQ)について，アメリカを 100とした日本の指数が193で，今回は同じ年。勺ン・イヤー当り
の宣産説量臼2/N)について，日本を100とした Yメリカの指数が195である。
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しくわしく見ることにしたい。

第 2図は別資料による既存の労働生産性の時系列統計によって，同じ期間の

両国の生産性の推移を示したものである。これによってみると， 日本の鉄鋼業

の生産性の上昇テンポは期間の全体にわたってアメリカのそれを上廻り，図示

した期間に生産性は約4倍の上昇を示したが同じ期聞にアメリカは約50%の上

昇にとどまったということを示している。

なお， ιの第2図のもととなった生産性指数は，各国の時系列指数のための

もので，本稿の作業とは産出量の計算方式が多少とも異なっている。そして，

本稿の作業では，産出量の計算において，両国に共通のウヱイトを採用し亡

国際比較指数を作ることを試みたのであるが， その過程で，第 2表 c)のよう

第 21;司 Jij，~i白業生産性の時系列指数 (1963=100)

資料 日本は文:iliie'Jでマゾイヤー

アメリカは資料(3)でマ γ.アワー

l

l

 

O
 

0
 

3
 〆
200 日本

アメリカγ.. 』♂ペ1

62 63 64 55 ~ 67 ~ 69 W 71 72 
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司'¥2 <<(0)よりa) 力11市生J?t:?:-ij

本

四
法
博
道
榊
守
恥
車
防
同
附
昨
評
津

315.S 196.8 

116.3 

100.0 

100.0 

S4.8 1I 

第 Z非:(b)より

114.R 

109.2 

91.9 

102.2 

106.7 

100.0 

自27

75.2 

1α).6 

ブ'メリゾJ

算定従業計数

小11 

b) 

100.0 アメリカ

一人当り年間'1(加京)作'i2E;~j 第 2表(0)よ bc) 

288.9 192.7 

108.9 

100.0 

100.0 

72.9 

82.2 

二本lゴ

124.8 アメリカ

'f(料~1)より

96，900 

120，874 

62.151 

115，406 

31，501 

99，120 

16，692 

77，343 

考

粗鋼生皮肉(千メ lル・トン〉

木

アメリカ

]i'lj上，時系列l指数(1963=10日〕

オー

日

参

d
 

資料(3)上りe) 

307.6 

122.0 

197.3 

116.4 

100.0 

100.0 

53.0 

78.0 

lヨ

(
N
E
)
M
F
戸

アメリカ



12 (220) 第 113巷第2.3号

に各国別の 4時点についての加童生産高で計った 1人当り生産性の時系列の数

値がえられる。 これを1963年を10日として各国別の時系列の生産性指数化して

第 2図に示した別資料による生産性の(時系列〕指数と比べると，その数値は

1972年の日本のばあいを例外としてほとんど 致するといって毛よいほどに接

近している判。

っき、に，われわれの測定値にもどって両国それぞれにおける 1人当り生産性

の動きを， さらに産出高(加重生産高〕および投ス〈従業者数〕の推移に分解し

て考察してみよう。第 4表は第2表の(吋. (b)および(c)の数値を， 1963年を 100

第3図 生産数量と生産性の時系列指数，日本とアメリカ (1963=1凹〕

(イ) 従業者 1人当り生産性

第 4表 c) 上り

300 

ト時~~
1叩ト 士--==戸よ~T j~_l)_!:ニニニ二二二一

(ロ) 加重生産高却O

第 4表 a)より

200 

100 

1958 1963 1967 1972 

ヰキ 作業結果による時系列指数は196~年を100 として 1972年は289 (第4表参昭Jであり，第2凶

申 320とかなりの開きを示している。
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として(時系列の〉指数化したものである。 そして， 参考統計としてゆに両国

の粗鋼生産高を示し. (e)ではそれを(時系列で〕指数化した結果を示している。

まず，乙乙での作業で採用したウヱイトを用いて作成した加重生産高の指数(a)

は粗鋼生虚量の指数(e)とほとんど合致するといってよい変化率を示しているこ

とが認められる。

つぎに，第4表のゆと a)とを図示した第3図に見るように，対象期間にお

いて両国それぞれの生産性の動き{第3図げ)}はそれぞれの生産数量の変化

{第3図(同)にたんに比例するというよりも合致するといってもよいような動

きを示している 3 それは因果関係や背後の事情は両国においてそれぞれ異なる

のであるが， アメリカでは1958年から 1972年の全期間にわたって，第4表 b)

にみるように雇用量がほとんど横ばいであることに関連があるじ， 日本の雇用

量についても 1960年代中頃から同様の状況があったことに関連しているわけで

ある。

しかし，同じく，生産性と生産数量との正比例的な動きといっても. 7メリ

カのばあいには生産数量もほぼ横ばいに近く，むしろ操業度の変化に対応した

亥化が大きな部分を占めると解されるのに対して，日本のばあいには，調査全

期間を通じて，生産数量の急速なすうせい的増大と結びついた設備増設があり，

このことに伴なう生産性の急上昇がみられた点で変化の内容には質的な差があ

ったといってよかろう。そのうえで日本の鉄鋼業の生産性関連指数の動きを第

4図によって考察しょう。一見して明らかなように，図F した全期間にわたっ

て，労働生産性は生産数量(の急成長〕に比例的に上昇し亡し、るが表示した時

点についていうと1963年以降 Cはとくに，両者の聞に平行した変化がみられる。

当然，この己とは，従業者数がこの頃からほぼ横ばいとなっていることと関係

があり，鉄鋼業全生産工程についていえば，この頃から，生産数量の増大はも

っぱら設備の合理化による生産性増大によって実現されたといえること，を示

している。

また，とのような動きは，日本の製活工業全体についての1960年代後半の動
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きをとくに極端に示しているともいえるだろう。すなわち， 196C年代の半ばか

ら日本経済においていわゆる労働力不足が顕著となった。そして雇用構成にお

いて，第三次産業のウェイトが増大したζ ととあいまって，製造業では，部門

によっての相違はあるが，全体としτみると雇用者数四増加率は1960年をピー

クとし下低下の動きを示G，1966年以降では低水準で横ぱいの状態となり，こ

うして生産数量の増大と生産性の増大とがほぼ平行して動くような事態の枚移

を;;J'>している。

さいごに，調査対象時点、における両国の名目賃金の比較を示せば第 5表の通

りである。この表の一番有の3'11に示苦れた同国賃令の相対比辛子第 2妄の労働生

産性の相対比との関連でみると，日本の鉄鋼業の加工工程における賃金コ只 l

上の有利性が明らかであろう。このことは， 日本の鉄鋼業が国際価格競争上の

諸方策，公害防止コストの内部化，などの点においこかなりの余力のあること

を示唆するのである。前者の点についていえば，日本の鉄鋼業は，日米両国の

製造業についてすでにのべた筆者による労働生産性の比較作業の結果に結びつ

円てみると，比較対象60部門のうちで， 日本側の比較俊位の序列での位置づけ

第 5表 日米鉄鋼業の平均賃金の比較 〔単位=千円)

日 本 アメリカ |名/メ目賃リ金カ対指数日，本¥ (怖平均Ic労務者)1(職烏 峨平均Ic労務者本*職員帥〕 (吋/(1)，(%) 

1958/G9 378 2，314 2，096 3，275 

63 516 491 633 2，771 2，581 3，466 

67 774 748 890 3，027 2，818 3，724 

72 1，437 1，398 1，610 3，746 3，511 4，519 

日 本「製鉄業参考資料(総括篇)I現金給与総額〒月平均従業者数
アメリカ AISI， Annual Statistical R噌ortより e

Employees Receiving Wages 
時間当り給与額×週平均労欄時間x52(週)X36(円)

* * Employees ReceivIng Salai:ies巴

総給与ー平均従業者x360(円〉
但し， 72年は円 ドノレ換算レ トは基準相場1ドル=308円で計事事した。

612.2 

537_0 

391.1 

260.7 
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を高め亡いる。すなわち， 1967年において，日本100に対してアメリカ110とい

う国際生産性指数は，同じ年次についての上述の序列で10位前後を占め，テレ

ビ受信機や家庭用電気冷蔵庫と肩を並べてフンクされる。そL--C，その正二とは，

日本のこれらの部門の生産物が賃金以ストに関するかぎり競争上きわめて有利

な位置ヮけにあることを示唆する。つぎに，後者の公害防止についていえば，

その後労働生産性においてすでにアメリカを追い越した日本の鉄鋼業が ζ の

点において遅れをとるようなととがないととが望まれるし，さきにのべた「余

力」の吸収のいくつかの可能な演択のうちでももっとも優先してとわかかるべ

き課題であろう九

111 付録 比較の細目

III -1 共通分類による生産統計の作成

前掲の第1表に換算係数(ウェイト〉が示されている鉄鋼業の生産品目分類

に応じて，両国それぞれの原資料に示された生産統計を再集計することが ζの

調査の最大の難関であるといってよかろう。

付表 1・Aは日本について，資料(1)の生産統計項目が上記のウヱイ}表示品

目のどれに当るかを表示したものであり，また最右欄は前節目 1の〔吋に述べ

た調整品目につい Cそり生産の数値に使宜上どの品目のウェイトを与えるかを

示している。また付表 1・Bはアメり t について同様の対応を示している。

ζ の付表 1について表そのものの注にぶしたことの外に，各品目についてつ

ぎのような注釈を付言しておきたい。以下における(1)，(2)等の番号は付表 1の

品日に付してある整理番号に対応している。 ζれらの注釈では，原資料にもと

づいて，後出の付表 2にみる」うにじっさいの年次についで生産数量をえて，

これと ECEの『鉄鋼統計四季報.D[資料(4))の対応数値との一致・不一致に

ホ 他方 Cは，公害防止のための労働-1/fットが少ないことが，結果としての日本の労間生産性
を高めてレないFを検討する余地もある。これは，今までアウ lフッ!ないし加工工程D同 性
に力点をおいてきたわれわれの作業について，鉄鋼業のケースにとどまらず一般的に樟討すべく
残された大きな課題のひとつである。
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ついて検討した結果についてのべているばあいも多い。

(1) コーク兄。本作業はあくまで鉄鋼部門内で生産されたものの数量を採用

すべきであると考えるから，資料(1)および(3)におけるコ クス生産量を採った。

vtって ECE四季報〔資料(4))に載っているものとは異なる。

(2) 焼結鉱。 7メリカの場合，資料(3)と(4)とは若干数値が異なるのであるが，

(3)に拠った。理由は k述と同じである。

(3) 銑及高炉アロイ。日本の場合. r純鉄Jr原鉄JrベースメタルJrチタン

λラ γ グ」は文献(1)ではその生産数量が示されておらず，その品目の加工段階

から考えて，ここr加えた。

(4) 籾銅。両国とも問頴はなL、。

(5) 完成鋳鉄。両国とも該当品目なし。

(6) 完成鋳鋼。 (7) 首位造3 この二品目をここでの対象品目より除くことにつ

いては，すでに述へた通りである。

(8) 鉄道軌条材。アメリカのばあい，文献(3)には付表 1・Bに掲げたのとは

21Jに Productionof Finished "Rail Fastening and Track Spikesの表が示

されているのであるが， これは|司ー素材を一段階あとの加工時点で捉えたもの

と解され，その一段階の加工の投入分も「鉄道軌条材」の換算ウヱイトに織り

込みずみと考えられるので，二重計算をさけるためにその数値は計算から除〈

ことにし式と。

(9) 重量条車両一同軽量条銅。日本のばあい，特妹鋼熱問圧延鋼材の分類は

資料(1)の『工場別編』仁おいて用途}，'I]・形状別に示されており，そのlドの高抗

張力鋼を除く形鋼・棒鋼・平鋼は重量条鋼・軽量条鋼のいずれかに属するので

あるが(高抗張力鋼は別拘して形状別分類の数値があがっている)， これらを分離し

た資料は見当らなかった。したがって，この分割は文献(4)の数値に拠れこの

数値が上記の形鋼・棒鋼・平鋼の合計と等しいことを確かめた (1958年は文献(4)

に従い，全て軽量条銅に入れた〕。なお. 1965年以降については. ~工場別編』で

はかかる形状別数値が掲がっ℃いないので，この点は確かめられない。これに
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代って同じ文献(1)の『総括編』の1972年版以降に，上と同じ形状別分類による

数値の表が載せられるようになり. 1972年版では1968年までさかのぼって数値

を示している。また「簡易鋼矢板J I軽量形鋼」は文献(4)には掲がっていない

が，加工段階から考えて，軽量条釧に加えた。

アメソヵの場合，資料(4)においてLights白ctlOnsの統計表の脚註に inc1uding

tool steel---all produc胞となっている。そして資料(3)では Lightsectio回

目生産の数値は付表 1.Bに示した品目に関して得られ， これらの合計と資料

(4)のECEプレティ Yの数値との照合も確かめられる。したがって，資料(3)に

は別に Toolsteel CRolled or Forged)の生産量の表が掲がっているが， これ

は，付表 1のBに定義された Lightsectionsの一部製品の加土プロセスを特

掲してし、るものとみなされるので，二重計算を避けるために除くことにしたの

回線材~例外販用素材。特に問題はない。(斜線部は該当項目がないことを

示す。〕

側熔鍛接鋼管。倒継目なし鋼管。日本の場合，文献(3)の生産統計には見

出される「冷けん鋼管J Iめっき鋼管」の数値が資料(4)では計算されていない。

Lたがって加工段階から考えて，制押容鍛接鋼管に加えた。

側冷延鋼板。日本における「みがき棒鋼J Iみがき形鋼」及びアメリカに

おげる‘Cold.五nishingbars'の生産数値は，資料(4)には計上されておらず，

又加工段階からみてどこに入れるかも確定し得なかった。しかし， ζれらは圧

延鋼材を加工したものであり，圧延鋼材の段階で一度捉えられており，最終鋼

材の中のどこかに含める乙とが適当であると考え，一応，仰冷延鋼板に含めた。

つまりその生産量に冷延鋼板と同ーのウェイトを与えたのである。量的にはそ

の比重は大きくないので， このような便宜的な扱いで処理することも許されて

よ古3ろう。

凶 ブリキ。アメリカの場合，資料(3)において Blackplateの数量が得られ

るのであるが，これらは本来 Tinningand terne plate の生産忙向かうもの

と考えられ， ζの中にウ z イトとして含まれていると思われる。したがって，
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付表2 日米鉄鋼業の加重生産高， 1967年 (生産量の単位千 lン)

主iiP¥¥
目本 ア メ リ カ

生産量|加重生畠 生産量 I加重生産f注畳2) 

1 コークス 12，345 12，345 52，131 52，131 

2 焼結鉱 37，782 18，891 82，385 41，192.5 

3 銑及高炉アロイ 41，101 57，541.4 81，168 113，635.2 

4. i且 鋼 62，154 136，738.8 115，406 253，893.2 

5 完成鋳鉄

6 完成釣鋼

7 鍛 造

8 鉄道事L条材 469 4，361.7 875 8，137.5 

9. 1重量条鋼 3，618 26，049.6 5，625 40，500 

10 軽量条鋼 11，233 1四，179;5 12，986 149，339 

11 線 材 / 4，150 38，180 4，343 39，955.6 

12 鋼管用半製品 1，220 6，954 
3，583 

13 鋼管用鋼塊 96 547.2 
20，423.1 

14. 7、トリ'770 3，631 46，113.7 4，446 56，464.2 

15. >>芋 右足 8，663 63，239.9 
9，181 

16 ド 板 1，323 9，657.9 
67，021.3 

17 薄 板 17，102 8"7，220.2 41，327 210ヲ767.7

18 車輪，輪心，外輪，車軸 88 2，235.2 262 日，654.8

19 その他圧延製品 172 1，978 

20 外販用素材 1，647 9，387.9 

21 鰐鍛接鋼管(注目 4，742 25，132.6 5，595 29，653.5 

22 継目なし鋼管〔注1) 978 18，190.8 3，125 58，125 

23 冷延鋼板 10，085 21，178.5 19，668 41.302.8 

24 プり キ 1，058 8，252.4 5，2日8 41，090.4 

25. 1ft!鉛鉄岐 1，995 10，573.5 4，157 22，032.1 

26 電気鋼板 487 9，106.9 668 12，491.6 

幻 ー冷延帯銅 264 4，936.8 1，966 36，764.2 

28. sJ: 線 2，389 38，462.9 3，124 50，296.4 

計 町田9.5 I 寸日目，062.2

注1) 1967年日本の「熔軸按謝管」及び「継目なし鋼管J~数値が，資叫(1( と資料(，(とで位食い違
っている。本作業では資枠(1(の数値を採用した.

注D カ日童生産量とは，左欄町生産量に本橋第 1聞り第1表ι示した換算係数ないしウヱイトを乗
じた数値を意味するロなお， ζζでの数値は四本につい主の材質調望(以Tの本文参照〕はま
だ行なコていない数直である.
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ここでは， Black plateは除外したっ 'Long te口lesheets'は資料(4)には掲が

ってないのであるが，力11工段階から考えてここに加えた。

伺』且鉛鉄板。~伺冷延帝鋼。問題はなL、。

白骨 鉄線。日本の場合 I針金J 並鉛メザキ版記抑止」は文献(4)では掲がっ

亡おらず，加工段階から考えてこ乙に加えた。

以上のような組目手順によって1967年について rJA>:とアメリカの生産高およ

び加重生産両を計算するとイ、l表 2のとおりとなる 3

その他の対象年についても付表2と同様に計算した結果は，本稿第2節の総

括表に示してある。そのばあい，原資料との関連などでつぎのような但し書き

を元ミしておきたい。

1) 資料(4)は1958年 Vol.IX No. 1~2 から内容様式が変勺た。 c文献(斗 p

239~p.241 参照〕したがって，本稿では， 1958年のアメリカ鉄鋼のと色摩高につ

いては「付表 1Jの方式に従って独自に計算した結果に全面的に依拠して同年

のヨ産性を算定した。

2) アメリカでは，文献(3)において1969年以降生産統計のかわりに出荷統計

しか示さなくなり， ζれにともなって資料(4)の生産統計の数値も便宜上在庫統

計をかか村， 同プレティンの註でその旨をことわっている。〔このことは文献

納では45ベージJo Lたがって，これまでの方式を利用しようと思えば在庫量

の調整をすることが必要となった。しかし，品目にまでさかのぼった在庫統計ー

は，適当なものがなしこれをどう処出するかが今後の研究の課題となる。本

作業では参考までに，資料(3)によるアメリカの出荷量の数値を生産量の;IlI似値

とみなして1972年についての日米生産性指数を算出した。

3) 前稿でのベたように，第 1表のウ z イトを付円てえられた日みの加重生

産高は，日本の鋼材の材質 ωモ素鋼，告企;i，j晶ステンレス鋼)の構成比が， ウェイ

}作成の基準となった1961年のアメリカの材質構成比と異なる点を考慮する必

要がある〔文献(イ1304-305ベージ〕。 との円本についての材質調整率の数値と

Lては前訓告書の数値(同上， 307ページ〕をそのまま踏襲して 0.955として計算
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Lた〔第 2表 b')J。

1II -2 投入労働量の算定

前項で算定された生産活動に対応して， 投入された労働量を， マ y.ィャ

付表3 日本の鉄鋼業の部門SiJ従業者数

4 l 年 1 月
区 分 労 子主 者一 時|職ム同

5十 |常 用 1臨
員

メμコh 計 |四530I 276，375 I 267，746 I 63，155 

首十 313，σ72 2G6，280 249，528 6，752 56，792 

1 銑鉄(号室LF鉄) 10，290 9，633 9，502 131 657 

鉄
フェロアロイ 民779 8，122 7，207 915 657 

粗 鋼 28，282 2G，;)99 26，093 506 1，683 
k 

鍛 鋼〔打放〕 4，151 3，698 3，6日9 89 453 

制 鋳 長岡(鋳放〕 16，159 15，015 14，077 938 1，144 

主 熱間庄延鋼材 45，504 42，670 41，895 7'75 2，834 

S岡管(詑れん) 16，9口7 15，526 15，167 359 1，381 

E 日1
冷間〔線仕類を上含む鋼。)材 26，356 24，245 23，547 698 2，111 

め 〔線っ頬きを合鋼む。)材 6ヲ263 5.897 5，738 159 366 
ま門 鋳 鉄 管 4，462 4，310 4，257 53 152 

補別音i 門 副)，998 68，758 67，648 UlO 12，240 

文 管理部門 64，921 31，807 30ヲ788 1，019 33，114 

計 26，4回 20，095 18，218 1，877 6，363 

、 直接部門 18，808 16，686 15，087 1，599 2，122 
，鋼欽加工古成品門j 補 助 部 門 3，383 2，351 2，143 208 1，口32

管理部門 4，267 1，058 988 70 3，209 

〔
千
人
)
一

」
阿
姐

コークス 竺~

11r 
鉄鋼部門

鉄鋼加工成品部門

2，959 I 2記1

i日
注 月末従業者数の合計にはコークス部門は含まれほし、ー
資料 『鉄揮札計時報』

一日一日
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-ベ スで算定することがつ

ぎの課題となる。各国別にjと

して19691下に例をとりながら，

この計算過程の細目を示すこと

日本の労働統計は，資料(1)に

よっては12月末現在の労働者数

したがって資料しか得ら止しず，

(2)によることにした。今， 1967 

L
l民1

V
 

L
乙

』」寸ノ部てつ
、と例を

0

4
ぅ

資料(2:において，刊表 3に示

されるような月々の欽鋼部門の

ミオし月末労倒者数が得られる。

をef間総訂する乙とによって付

その場合，表4・A を作成する。

生産の統elでは鋳鋼・ ~f~釧・ 5寺

こ止しitJ(管が除かれているので，

に対応してこの部門の直接万特地

者数〔付表4・A，や)欄〕および同

払UfEr'1の従来者数lIcJ，~-t)昨，iJ

を肢入労働者数合計の数伺から

さらに

本

にしょう。

日

除外した〔同表(H柏町。
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よって毎月の生産品目とカハリ νヂ〔包括度)が一致した労働者数を求め，そ

の年間月平均労働者数を算出すると，表に示す通り 1967年の「算定投入労働者

数J276，457人をえる。

ところで， 日本のばあい，以上の数値には計上されないで，しかも実際上の

生産に従事している社外工が雑作業・運搬作業・修理作業その他の分野でかな

り多しそり比重がアメリカに比べて高く，もし，このままの数値で生産性を計

算すると，日本について実際よりも過高気味の数値がえられることになる。し

たがっておよその数で満足せざるをえないとしてもこの点を調整する必要があ

る。この点につレて業界関係の調査機関等での話を総合すると，つぎのように

いえそうである 9 すなわち，大手6社についてみると，全従業員に占める請負

付表 4・B アメりカ鉄鋼部門の雇用統計， 1958"-'1972 

全 属 用 者宇

平 均 雇用者数川平均週労働時間側)1同問当り平均給与(ドル)

1972 478，368 37.6 申 6.221

71 487.269 36.7 5.564 

70 531，192 37.2 5.082 

69 544，019 38.7 4.851 

68 551，557 38.0 4.578 

67 555，143 37.4 4.324 

66 575，517 38.4 4.247 

65 583，851 38.0 4.142 

64 553，555 385 4.014 

63 520，289 37.7 3.926 

“2 520.538 37.1 3.873 

61 523，305 37.1 3.749 

60 571，552 36.4 3.579 

• S!=1 515，057 37.4 3.660 

58 523，451 36.0 3.433 

* 原表では EmployeesReceiving Wages，および EmployeεsReceiving Salariesのそれぞ
れについての項目別数値も表わされているが，ここではその総数を掲げた.
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の比率は約30%になっている。鉄鋼業の全従業員に占める大手 6往の割合は，

通産省統計によると， 約50%になるので，社外工の数が比較的に少ない(ここ

では10%とみなす)と恩われる中小会社を含む鉄鋼業全体ということでみると，

約20%程度とみてもよいと思われるo

以上の事情を考慮して， 日本の鉄鋼業の労働投入量は，付表4・AI乙ならっ

C各対象年次について計算してえられた社内工の数値に対して，社外工が20%

付け加わるものとして調整されたれすなわち，社内工X l.~，第 2 表 bつ}。

2) アメリカ

‘Annual Si向 tisticalReports' に Al1Employees Receiving Wages and 

Salaries--Average Number of Employeesが示され，これに処った。付表

4・Bにとれを時系列的に示Lてある。

なお，諸外国鉄鋼会社の従業員に占める請負の比率は，アメリカ，ヨ一戸少

バ諸国とも 1960年当時の調査によると，約 5%程度でごく例外的に請負がおか

れているという ζ とである。主な作業は，雑作業(清掃ロ処理，食堂). 運

搬作業の一部，修理作業〔大修理，建設工事関係〉のほか特殊な職種(重根修理工，

鉛管工〉等である。

さきにのべた日本側での社外工についての20%という調整率は，列国におけ

るこのような事情を考慮したうえでの相対的調整率として考えられているので

ある。したがって，アメリカ側については，社外工の調整は行なう必要はない。

参照文献

引)行沢健三，鉄鋼業の労働生産性の国際比較一一国連EGEの作業をめ「って

「経済研究』第四巻第4号， 1967年。

(ロ)行沢健三，日本製造工業の労働生産性白水準 アメりカとの対比において一一，

『経済論叢』第1口口巻第6号. 1967年。一部改訂のうえ，金森久雄編『貿易と国際w.支，

リーディングス・日本経済論・ 1~ (日本経済新聞社196C年〉に再録。

け ECE， D川町nationalCompal'官 onsザ LabourProducuvity in the ln仰 andSteet 

Industry， UN， STjECEjSTEEL/20. New York， 1967 



日米鉄鋼業の労働生産性比較

(斗 日本鉄鋼連盟『鉄鋼統計のてぴき~ 196C年。

的 日本鉄鋼連盟『海外鉄鋼統計のてびき~ 1973年。

付 日本生産性本部『季刊I生産性統計』

資料(1) 日本鉄鋼連盟『製鉄業参考資料』総括篇，工場別篇。

資料的 向上「鉄鋼統計時報』

資中1(3) American Iron & Steel Institute， Annual Stati:;tical R叩 ort

資れK4) U. N.， Quarterly'Bulletiπザ寸 SfeelStl1.tistics .f仰 Eurnρι

(237) 29 


